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［概要］ 
2014年度より開始された「放課後子ども総合プラン」は、共働き家庭の増加などにより生じている「小1
の壁」を打破するとともに、次代を担う人材の育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、
多様な体験・活動を行うことができるよう放課後児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な一体型の整備等
を進めるものである。現状としては、少子化による兄弟の減少とSNS・電子ゲーム機の普及で子供の異年齢交
流の機会や社会性の育成の機会が減っているなどの課題が見受けられる。 
 本プロジェクトの目的は、今後の少子化がさらに進むことが予想されるとともに共働き世代が多い春日部
市に焦点を当て、子供教室の異年齢交流の体験活動等を通して、子供の社会性への影響を明らかにすること
である。 
2018年度は、春日部市教育委員会社会教育課の協力を得て、子供教室の企画運営担当者であるコーディネ
ーター等を対象にグル－プインタビュ－を実施し、子供教室の実態とニーズを把握する（研究1）。また、2019
年度は、子供教室における小学生と大学生との異年齢交流を通して、実践的検討を試みる予定である（研究2）。 
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１．研究の背景 
2014年より開始された「放課後子ども総合プラン
１）」は、共働き家庭等の「小1の壁」を打破すると
ともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就
学児童が放課後等安全・安心に過ごし、多様な体験
・活動を行うことができるよう、放課後児童クラブ
及び放課後子供教室の計画的な一体型の整備等を進
めるものである。放課後児童クラブ（厚生労働省）
は、保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に、
適切な遊び及び生活の場を提供するものである。一
方、放課後子供教室 （以下子供教室：文部科学省）
は、すべての子供を対象に、地域の方々の参画を得
て、学習や様々な体験・交流活動、スポーツ・文化
活動等の機会を提供する取り組みである。少子化の
影響による家庭内での兄弟姉妹との切磋琢磨の経験
の減少、地域における同年齢や異年齢の子供との交
流不足や核家族化の進展による異年齢世代との交流
不足など、環境の変化に伴う子供の体験不足２）を補
うことは期待される内容の１つである。 
春日部市は、全国と比較して、年少人口割合が低
く（11.4%）、老年人口割合が高く（27.9%）、合計
特殊出生率は1.17と低く、今後の少子化がさらに進
むことが予想される。また、女性の就業率は、結婚
・妊娠・出産等によりM字型のカーブを描くが、東京
都や神奈川県と比較して、春日部市はM字型のカーブ
が緩い（平たい）ことから、共働き世代が多く、そ
のため放課後に子供や保護者が安心できる居場所を
確保することが急務であると考えられる３）。 
春日部市は、一体型を中心とした児童クラブ及び
子供教室の計画的な整備がなされている。 
しかしながら、埼玉県「放課後子ども教室」実践
事例集によると、平均年間開催回数が7回と県内で１
番少ない。また、児童クラブの利用状況は、「利用
していない」が83.9%であり、利用していない理由は、
「放課後の短時間ならば子どもだけでも過ごせる」
という回答が多く、子供が放課後に過ごす場所が自
宅であるという現状のため、児童クラブと子ども教
室の利用に対する潜在的ニーズはあることが推察さ
れる。 
そのような中、2017年度春日部市放課後子ども教
室運営委員会は「子ども教室の本来の目的は居場所
づくりである」「各学校の開催内容は充実している
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が開催数を増やす必要がある」「各学校の開催の形
態が様々であるため、運営方法の検討が必要である」
と課題を挙げ、マンネリ化がみられるため、企画の
工夫が必要となっている。その具体的手立てとして、
大学生や異年齢の方々と交流の機会を設けたいとの
要望が出されている。 
２．目的 
本研究では、春日部市に焦点を当て、子供教室の
異年齢交流の体験活動等を通して、子供の社会性へ
の影響を明らかにすることを目的とし、実践的検討
を試みる。 
また、本研究の取り組みは、子供に対する効果と
ともに、保護者や地域の住民の意識や行動にも影響
を及ぼし、最終的には、地域全体で子供を育む仕組
みづくりへつながることが期待されるものである。
少子高齢化が今後ますます加速する春日部市の現状
を射程におくと、異年齢交流の実践がもたらす効果
の特徴やその影響を明らかにすることは、地域にお
ける異年齢交流-とりわけ専門職を目指す学生らと
住民がいかに手を携えて、地域で共生できるか-に関
する重要な基礎資料となり、医療・福祉サービスの
質向上につながる試みとなるのではないかと考える。  
３．方法 
本研究は「研究1」「研究2」の2段構えである。 
 2018年度は「研究1」として、春日部市の子供教室
の実態とニーズを明らかにするために、グル－プイ
ンタビュ－を実施する。グループインタビューの日
時、場所及びインタビュー対象者は、春日部市教育
委員会社会教育課の協力を得て決定する。なお、春
日部市では、子供教室は「放課後子ども教室」の名
称で実施されている。春日部市の子供教室について
は、以下「子ども教室」とする。 
1）デザイン：インタビュー調査 
2）対象：「子ども教室」のコーディネーター等を担
っている方々10名程度とする。 
3）調査期間：2019年3月を予定 
4）調査方法：事前に用意したインタビューガイドに
沿って実施し、説明を含め1時間以内とする。1グル
ープ5名程度とし、2グループを別会場にて同時に行
う。 
調査項目：（インタビューガイド） 
①子どもたちが社会性を身につけるために子供教
室で過ごす良さ、大切にしていること 
②子どもたちが社会性を身につけるために大学生
が子供教室に参加することの期待やメリット 
③子供教室の企画・運営にあたり、困難に思うこ
とをコーディネーターとして、実践の中で感じ
ることや考えを自由に話していただく。 
5）分析方法：研究対象者の了承を得た上で、ICレコ
ーダーに録音、逐語録を作成しデータとする。質的
に分析し実態とニーズを明らかにする。 
6）倫理的配慮 
 本プロジェクトにおける研究１は、埼玉県立大学
倫理委員会の承認を得て実施する。 
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４．進捗状況（2019年度1月まで） 
1）春日部市子どもの放課後等の現状把握 
 ①子ども教室及び児童クラブの見学 
子ども教室及び児童クラブ各2校を見学し運営
概要や子供の参加状況を把握した。春日部市行動
計画によると、子ども教室一体型の対象は22校で
あり、2019年度までに、22校の設置が目標である。
（現在20校） 
 ②子ども教室コーディネーター情報交換会出席 
運営スタッフは、該当小学校の各クラスの保護
者や歴代のPTA会長が担当するなど担い手が不足
している課題がある。 
 ③子供の社会教育施設利用状況調査の検討 
  ３か所の図書館では、小学生を対象に不定期に
お話会や季節のイベントを開催している。公民館
も子ども教室の場として活用され、児童センター
は、乳幼児から高校生までが利用でき、健全な遊
びを通じて豊かな感性や情操の醸成を育むことを
目指している。 
2）今後の計画（2019年度） 
 2019年度は「研究2」として、これらを踏まえ、子
ども教室への大学生の介入（異年齢交流）を通した
子どもの社会性への影響の検証を行う。 
研究の対象者は、研究1の実施時に研究2の説明を行
い、同意の得られた子ども教室に参加している児童
及び大学生とする。介入による児童及び大学生の変
容について検討を行う予定である。 
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６．研究発表 
1）公表した又は公表予定の論文 
論文化は今後検討。 
2）公表した又は公表予定の学会発表 
未定。 
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